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研究成果の概要（和文）：本研究では，日本と韓国の社会科教育史研究者の共同研究体制によっ

て，両国における市民性が，学校教育の中で過去にどのように育成されてきたか，そして現在

ではどのように形成されようとしているかを，両国のカリキュラムと授業実践を中心に他国の

動向も視野に入れながら，比較と歴史の視点から解明を行い，その知見を活用した両国共通の

新たな市民性カリキュラム開発の視点を明示した。 
 
研究成果の概要（英文）：In this research, by the joint research organization of the 
social-studies history-of-education researcher of Japan and South Korea, the citizenship in 
both countries explained how it had been raised in the past in school education, how it was 
going to be formed now from the viewpoint of comparison and history, also putting the 
trend of a foreign country into a view focusing on the curriculum of both countries, and 
lesson practice. Moreover, the viewpoint of new citizenship curriculum development 
common to both countries was specified based on this analysis result. 
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１．研究開始当初の背景 
日本と韓国は一時期，同様の教育政策のも

とで，学校教育が運営された歴史を持ってい
るが，それ以前と以後では，それぞれが独自
の論理で市民性育成の教育を展開している。
例えば，現在，我が国においては，2006 年
12 月に改訂された教育基本法に基づき，日本
の伝統や文化の教育を重視する方向性での
市民性の育成が求められている。いま期待さ

れている市民性の育成は，我が国と韓国が同
じ教育政策下にあった時期のような偏狭で
自国中心主義的な国民性の育成ではなく，グ
ローバル化の中で自分とは異なる文化や歴
史に立脚する人々と共存していくために，自
らの国や地域の伝統や文化についての理解
を深め，尊重するような資質であると，意味
づけられている。すなわち，国や社会の間を
情報や人材が行き交い，相互に密接・複雑に
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関連する中で，世界や我が国の社会が持続可
能な発展を遂げるためには，環境問題や少
子・高齢化といった課題に協力しながら積極
的に対応することが求められ，このような社
会では，自己との対話を重ねつつ，他者や社
会，自然や環境と共に生きる積極的な開かれ
た個人であることが求められる。これまでと
は異なる新たな市民性を育成する教育の在
り方の構築が，我が国では強く望まれている
とも言える。一方，韓国においても，1998
年より施行されている教育基本法に基づき，
「弘益人間」の理念による市民性の育成が重
視されている。加えて，世界標準的な学力の
育成についても，我が国以上に活発な施策や
実践が講じられており，例えば OECD の
PISA 調査等の世界的な調査結果においても，
その成果が着実に現れてきている。そこで本
研究では，日本と韓国における市民性の比較
的・歴史的検討を，両国の社会科教育史研究
者が両国を往来しながら，他国の動向も見据
えつつ，それぞれの視点で議論を重ねて，最
終的には両国での共通化を目指した市民性
教育カリキュラムの開発までを射程とした。 

 
２．研究の目的 
本研究は，日本と韓国の社会科教育史研究

者の共同研究体制によって，両国における市
民性が，学校教育の中で過去にどのように育
成されてきたか，そして現在ではどのように
形成されようとしているかを，両国のカリキ
ュラムと授業実践を中心に他国の動向も視
野に入れながら，比較と歴史の視点から明ら
かにするとともに，その知見を活用した両国
共通の新たな市民性カリキュラムの開発ま
でを目的とするものである。本研究では，日
本と韓国における市民性の育成に焦点をあ
てて，３年の研究期間内に次の研究課題の解
明を到達目標として設定した。 
(1)日本と韓国両国において，今どのような市
民性の資質が望まれているのかを，両国の研
究者による現状分析調査と議論により明ら
かにする。 
(2)日本と韓国両国において，以前はどのよう
な市民性の資質が望まれていたのかを，両国
の研究者による史料分析調査と議論により
明らかにする。 
(3)日本と韓国両国において，今後はどのよう
な市民性の資質が必要とされるのか。日本と
韓国で共通して目指すべき市民性のカリキ
ュラム開発を行い，市民性教育カリキュラム
の普遍化を図る方途を検討する。 

 
３．研究の方法 
平成 22～23 年度は，研究目的の(1)日本と

韓国両国において，今どのような市民性の資
質が望まれているのか，及び,(2)日本と韓国
両国において，以前はどのような市民性の資

質が望まれていたのか，を両国の研究者によ
る現状分析調査と史料分析調査，そして互い
の往来による議論により，明らかにすること
を目指した。この間の研究組織としては，研
究全体の計画を企画・立案し，研究班全体の
調整にあたる総括のもとに，研究代表者，連
携研究者，研究協力者（海外共同研究者，大
学院生それぞれ３名程度）全員からなる研究
委員会を構成して，研究委員会の下に３つの
研究班を設け，その分担事項について調査研
究し，研究委員会に報告・提案する体制をし
いた。平成 23～24 年度には，平成 22～23 年
度の研究成果をもとに，(3)日本と韓国両国
において，今後はどのような市民性の資質が
必要とされるのかとの観点で，日本と韓国に
共通して目指すべき市民性教育カリキュラ
ムの開発を行い，市民性教育カリキュラムの
単元計画や授業プランを作成することまで
を視野に入れた。 
 

４．研究成果 
初年度には，日本と韓国での３回の研究委

員会と４回のワーキング会議を行いながら，
日韓両国の現在と過去の社会科カリキュラ
ムを市民性の視点からとらえ直す協議を展
開した。研究委員会とワーキング会議以外に
も，日韓の全メンバーでグローバル教育学会
に参加を行い，グローバルな市民性について
の知見や議論を深めた。また，日韓のほとん
どのメンバーで，お茶の水女子大学附属小学
校で研究開発が進められている市民科の公
開研究会にも参加を行い，先進的な市民性教
育の現状把握も行った。協議を進める中で，
韓国の中学生を対象とした市民性に関する
調査も実施することとなった。次年度には，
その調査報告及び全体の研究成果に関する
中間報告を日本及び韓国の全国学会で発表
する準備にも着手した。 
二年次には，日本と韓国及び中国と英国で

の３回の研究委員会とワーキング会議及び
現地調査を行いながら，日韓両国の社会科に
おける市民性育成の現状と経緯に関する検
討を積み重ねた。特に昨年度に実施した韓国
の中学生を対象とした市民性に関する調査
結果の分析を進めて，2011 年 10 月に開催さ
れた全国社会科教育学会の全国大会におい
ては，「市民性に関する比較教育史研究－日
本と韓国の調査をもとに－」の題目で中間的
な報告を行った。同年 12 月には大阪教育大
学で開催された全国社会科教育学会と韓国
社会教科教育学会の第１回研究交流会にお
いても，「日韓比較社会科教育史共同研究－
科研費「日本と韓国における市民性に関する
比較教育史研究」中間報告－」のタイトルで
成果の報告を実施した。今年度は，日本と韓
国に加えて中国と英国の研究者に対して，本
研究の進捗状況の説明を行い，各国の視点か



 

 

ら見た日韓両国の市民性教育の現状と経緯
に関する聞き取り調査も行った。日本と韓国
の社会科教育史研究による共同研究が本研
究の主眼ではあるが，研究視点の固定化を回
避するためにも，中国と英国の視点を参考に
しながら，更に検討の蓄積を行った。最終年
度となる次年度には日本と韓国において，中
国と英国の研究者も交えた連続シンポジウ
ムを開催する方針も決定した。 

最終年度には，日本と韓国及びドイツでの
３回の研究委員会とワーキング会議及び現
地調査を行いながら，日韓両国の社会科にお
ける市民性育成の現状と経緯に関する検討
結果の整理を経て，2012 年９月と 11 月に日
韓連続シンポジウムの開催を実現した。韓国
シンポジウムにおいては，日韓両国のメンバ
ーとともに中国の研究協力者にも登壇いた
だき，「東アジア市民性教育の変遷－日韓中
の社会認識教育を中心に－」をテーマに研究
成果の報告と幅広い議論を行った。続く日本
シンポジウムでは日韓両国のメンバーに加
えて英国の研究協力者を招聘して，「市民性
教育の歴史的転回－日韓英の地理・歴史・公
民教育を中心に－」をテーマに引き続き，研
究成果の報告と連続的な議論を展開した。 

以上のような三年間の研究の成果として，
最終的には下記のような全６章からなる研
究成果報告書の作成を行った。報告書の内容
は，日本と韓国における市民性と資質育成の
歴史的検討，米国・英国・中国における市民
性と資質育成の歴史的検討，市民性調査にお
ける日本と韓国の子どもたちの市民性の結
果と分析，変遷と比較から考える今後の日本
と韓国の市民性カリキュラムのあり方，の４
点について，特に重点的に研究の成果を整理
した。 
第１章  研究の目的・意義・方法 
第２章  日本と韓国における市民性育成の
変遷 
第３章 日本と韓国における市民性と資質
育成の歴史的検討 
第１節 韓国の社会科教育課程における市
民性教育の変遷－初等学校社会科の目標を
中心に－ 
第２節 韓国の中等学校地理教育における
市民性と資質育成－高等学校地理科の目標
を中心に－ 
第３節 戦後初等社会科教科書にみる「女
性」記述と市民性の変遷－日韓比較社会科教
育史共同研究の成果を踏まえて－ 
第４節 中学校学習指導要領における二つ
の歴史教育論とその特質－1951 年版と 1958
年版の比較分析－ 
第５節 戦後日本の中等学校公民教育にお
ける市民性の構造－中学校学習指導要領に
おける政治学習の場合－ 
第６節 日本の小学校社会科における市民

性と資質育成①―小学校社会科教科書にお
ける「山地の暮らし」をテーマとした記述の
変遷を手がかりに― 
第７節 日本の小学校社会科における市民
性と資質育成②―小学校社会科教科書にお
ける「貿易」「国際協力」をテーマとした記
述の変遷を手がかりに― 
第４章 米国・英国・中国における市民性と
資質育成の歴史的検討 
第１節 米国における市民性と資質育成 
第２節 Geography in school and education 
for survival  
第３節 英国における地理教育とサバイバ
ルのための教育  
第４節 中国の学校における公民教育課程
の変容と現状 
第５章 市民性調査における日本と韓国の
子どもたちの市民性の結果と分析 
第１節 世界の子どもたちの市民性の現状
と日韓比較調査 
第２節 韓国と日本の子どもたちの市民性
の現状 
第６章 変遷と比較から考える今後の日本
と韓国の市民性カリキュラムのあり方 
第１節 初等社会科における市民性カリキ
ュラム開発の可能性 
第２節 市民性カリキュラム開発研究の成
立要件の探究 
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